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■道路に関わる事業の種別
道路の新設・拡幅

橋梁整備

鉄道の連続及び単独の立体交差化（踏切除却など）

電線類の地中化（電線共同溝など）

交通結節点整備（地下鉄駅等での歩行者支援など）

歩行者専用道整備

道路改築等

立体交差

地域高規格道路整備

用地取得事務

道路・橋梁の建設等

地域高規格道路（高速道路）の整備

道路改良事業（道路の新設・拡幅）

橋梁整備（新設・改良・改築・補強など）

電線類の地中化（電線共同溝など）・幹線共同溝整備

環境対策（保水性舗装・低騒音舗装）

自動車駐車場の建設

歴史と文化の薫る道路整備・道路空間の美化

自転車駐車場の整備

交通安全施設整備(道路のバリアフリー化・事故多発地
点緊急対策・歩道設置・立体横断施設設置など)

道路・橋梁の
維持・補修

道路・橋梁事業
（都市計画道路を除く
道路）

道路・橋梁の管理

街路事業

（都市計画道路整備）

道 路

道路に関わる事業の種別

一般に道路の整備は、事業制度面から、都市計画法に基づき施行する街路事業と、道路法に基づき各々の道路
事業者が施行する道路事業とに大きく区分される。
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道路建設の目的は「交通機能の確保」「安全性の向上」「景観・環境改善」に大別されるが、

近年は社会経済情勢の変化や国民・市民のライフスタイルの変化等に対応して、量的拡大か

ら質的向上へ移行している。

量的拡大 質的向上

＊１ 駐車非常事態宣言
＊２ 駐車基本計画の策定

交通安全対策・道路と鉄道との立体交差化[連続立体交差事業 など]

第３次市域拡張

東京オリンピック

オイルショック

●

●

●

‘54 道路整備五箇年計画開始
（第1次～第11次 新たな五箇年）

‘04 社会資本重点整備計画

1995 20051945 1955 1965 1975 1985

交通機能の確保（ネットワーク形成 ・地域分断解消・街区狭隘等の解消）[都市計画道路の整備 など]

‘52 道路法公布

‘56 道路整備特別措置法公布

●

‘95 電線共同溝の整備等に関 する特別措置法

‘00 交通バリアフリー法の施行

‘70 交通安全対策基本法公布

万国博覧会

主
な
事
業

出
来
事

関
連
法
令
等

● ジェーン台風

● ‘46 大阪復興都市計画街路計画決定

●

●

●

●

花博●

●＊1

＊2●

阪神淡路大震災●

● 関西国際空港開港

● ‘68 都市計画法の全面改正 ●‘89 立体道路制度の建設

●

●

●

戦後復興

改築 高潮対策事業に伴う橋梁の改築（架替）

改築 河川改修に伴う
橋梁の改築（架替）

環境対策

アメニティーの形成・防災対策・新交通システムの整備

‘93 車両制限令改正●

●‘96 耐震基準の見直し

補強 耐震対策

地下交通ネットワーク整備

2010

事業の変遷
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都市計画道路事業（街路事業）の目的

都市計画道路事業(以下、街路事業）は、都市における円滑な交通の確保、豊かな公共空間を備えた良好な市
街地の形成を図り、安全で快適な都市生活と機能的な都市活動に寄与することを目的としている。

都市の最も基本的な施設である街路は、交通機能・空間機能・市街地形成機能など次のような多様な機能を
持っている。

4

大 項 目 小 項 目 内 容

都市交通施設機能

通路 人及び物の動きのための通路

沿道利用 土地、施設、建物等への出入り、貨物の積卸

都市環境保全機能 景観・日照・風通し等 都市のオープンスペースとしての住環境を維持

都市防災機能

避難路・救援路 災害発生時の避難及び救助

災害遮断 災害の拡大を遮断するための空間

都市施設のための空間機能

他の交通機関 モノレール、新交通システム、地下鉄、路面電車等

ライフライン施設 電気、上下水道、ガス、電話、ＣＡＴＶ等

その他の施設 電話ボックス、信号、案内板等

市街地形成機能

街区の構成 街区の位置、規模、形状を規定

市街地の誘導 土地利用の高度化促進等



街路事業の流れと都市計画法

街路事業を行う際に、都市計画決定と事業認可の手続きが必要であるが、それぞれの手続きを行うことによ
り、計画区域内に私権の制限をかけることになる。

都市計画法第６５条（建築等の制限）
土地の形質の変更若しくは建築物の建築等を

行おうとするものは都道府県知事の許可を受け
なければならない。
→基本的に新たな建物の建築、工作物設置は
認めていない。

都市計画法第６７条（土地建物等の先買い）

事業地内の土地建物等を施行者に届けなけれ
ばならない。届出をしたものに対し、買い取るべ
き通知をしたときは、届出をしたものと施行者と
の間で、売買が成立したものとみなされる。また、
買い取らない旨の通知をした時も、通知を行うま
での間は譲り渡してはならない。
→実質、第３者への転売を規制

都市計画法第５３条（建築の許可）
建築をしようとする者は、知事の許可を受けなけれ

ばならない。（簡易な行為等は除く）
→基本的に３階以上の建物の建築は認めていない。

都市計画事業の認可等
都市計画法第５９条（施

行者）

都市計画の決定及び変更
都市計画法第１５条（都市

計画を定める者）

都市計画決定

事業認可

知事への認可申請

事業認可の告示（知事）

計画概要

用地補償

警察（交通）

河川管理者

鉄道事業者 等

事業実施

事業完了

地元への事業説明 関連機関との協議

工事

都市計画地方審議会の議決、
国土交通大臣認可、知事決定
告示（知事決定の場合）

立案者
【制限】【根拠】【事業の流れ】

｢着工準備｣採択※)

※）着工準備：連続立体交差事業などの大規模な事業において、事業化前に鉄道事業者や住民の合意形成を行うべく、「事業化」の前段階とし
て、都市計画決定、事業手法の確定等の「着工準備」を行うものである。

※※）着工準備採択を取得した事業については、事業認可手続き前に事業化内示が必要となる。

｢事業化｣内示※※)
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街路事業（道路改築・歩行者専用道）の事業計画・事業箇所図

平成23年3月末現在、185路線524kmのうち、
385km（73％）の整備が完了しており、139km
（事業中含む）が未整備となっている。

市内中心部は、ほぼ整備が完了しており、
現在は、周辺部での整備が多くなっている。 73385524185合 計

77273517歩行者専用道

74293946区画街路

329 73450122幹線街路

整備率整備済延長計画延長路線数種 別

（単位：㎞，%）

未拡幅 未整備

歩行者専用道

完了済

幹線街路

平成23年3月末現在

■都市計画道路（街路事業）
事業中 36路線 37km

うち幹線街路 25路線 27km

うち連立側道 9路線 7km

うち歩行者専用道 2路線 3km

Ｎ

今回対象路線

事
業
中
箇
所

6

防災性向上重点地区

特に優先的な取組が
必要な密集住宅市街地



都市計画道路整備の考え方
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■重点整備路線
現在、街路事業にて、事業認可を取得し実施している都市計画道路は、約38kmある。

予算が縮小していく中、限られた予算を有効的かつ効率的に活用するために、残りわず
かな用地買収が事業進捗のさまたげとなっている路線について、一定期間内（５年以
内）に完了させる路線として公表し、土地収用制度を積極的に活用するなど、重点的な
予算配分を行い整備を促進し、平成22～24年度末までに完成・概成を図る。

■完了期間宣言防災路線

完了期間宣言防災路線 一覧表 （ ）

Ⅰ 豊里矢田線（北田辺）

難波片江線（重点整備路線と重複）

Ⅲ 加島天下茶屋線（橘）（重点整備路線と重複）

天王寺大和川線

Ｎ

国土交通省では、防災環境軸となる都市計画道路の整備に対し、
「完了期間」、「防災機能概成期間（5年以内）」を宣言した路線を「完了期間宣言防災路線」と位置づけ重点的な支援を実施して
いる。本市においても、国の採択条件に適合する４路線を平成18年12月に公表し、重点的な整備を図っている。

ⅣⅡ

重点整備路線一覧表 完成 事業中

①本庄西天満線（西天満） ⑪田辺出戸線（長吉出戸）
Ｈ１４完了 Ｈ２１完了

②正蓮寺川北岸線（高見地区） ⑫歌島豊里線 事業中
Ｈ１４完了 ⑬難波片江線 事業中

③豊里矢田線（鴫野）Ｈ１５完了 ⑭加島天下茶屋線（橘）
④豊里矢田線（田辺）Ｈ１５完了 Ｈ２２完了
⑤大和川北岸線（山之内） ⑮泉尾今里線外１（今里交差点）

Ｈ１５完了 Ｈ２２完了
⑥井高野大道線 Ｈ１５完了 ⑯海老江九条線 Ｈ２２完了
⑦桜島守口線（春日出） ⑰津守阿倍野線 事業中

Ｈ１６完了 ⑱北野都島線 事業中
⑧乾正覚寺線 Ｈ１６完了 ⑲西淡路南方線 Ｈ２２完了
⑨大阪中央環状線

（長吉長原東交差点）
Ｈ１７完了

⑩東野田茨田線 Ｈ１７完了
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都市計画道路の進捗状況と自動車保有台数の推移

資料：整備率は大阪市建設局調べ

※整備率算定に用いた都市計画道路延長には、自動車専用道路及び特殊街路のうち新交通関連と地下通路を含まない。

戦後のモータリゼーションによる自動車保有台数の増加とともに、都市計画道路の整備推進を行ってきた。
本市の都市計画道路の整備率は、２０１１(H２３)年３月末現在で７３％※ （計画５２４ｋｍ整備済３８５ｋｍ）

都市計画道路の進捗状況（ｋｍ）と自動車保有台数（万台）の推移

（花
の
万
博
）

（大
阪
万
博
）

（第
３
次
市
域
拡
張
）

（戦
災
復
興
都
市
街
路
計
画
策
定
）

自動車保有台数(万台)

計画延長(ｋｍ)

整備済延長(ｋｍ)
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市民・利用者からの苦情・要望

※平成20・21・22年度の街路事業に関する「市民の声」７１件について分類した

資料：大阪市建設局調べ

「市民の声」以外の市民からの問い合わせ内容

※平成２３年４月～６月の３ヶ月間に道路部街路課に問い合わせのあった146件について分類した。

「市民の声」の内容

街路事業については、事業方策や事業内容に対する要望や問合せが多いが、未着手路線についての早期着手
への要望も１割程度ある。また、電話等による市民からの問合せでは、未着手路線についての事業化の予定に
関する問合せが多い。

9

26% 4% 18% 6% 11% 16% 9% 10%

計画区域明示
の問い合わせ

都決日等の
問い合わせ

建築関連の
問い合わせ

その他の
問い合わせ

事業化予定の
問い合わせ

事業中路線の
問い合わせ

事業完了の
問い合わせ

計画内容の
問い合わせ

1 事業方策に関する要望 49.3%

2 事業内容に関する問合せ 33.8%

3 事業の早期着手への要望 9.9%

4 事業の早期完了への要望 7.0%



【整備断面】

都市計画道路の整備事例

阪高 北浜出口

従前
ルート

西天満東１交差点

平成１５年２月、大阪市北区の本庄西天満線（西天満工区）が完成し、大阪都心南部と新御堂筋へのアク
セス強化、渋滞交差点である南森町交差点の交通の分散化が図られた。また、沿道土地利用の高度化に
より、周辺人口が増加した。

平
成
11
年

平
成
16
年

沿道土地利用の変化（平成10年頃→平成16年）
【容積率 400%→600%】
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市街地形成機能

平成７年度 平成１２年度 平成１６年度

世帯数 人口 世帯数 人口 世帯数 人口

西天満１丁目 51 109 53 95 78 114

西天満２丁目 28 79 51 93 30 73

西天満３丁目 377 749 634 1055 759 1203

西天満４丁目 118 249 195 329 264 378

合計 574 1186 933 1572 1131 1768

749

1055

1203

249
329 378

11495109 79 93
73

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

H7 H12 H16

（人）

○本庄西天満線（西天満工区）の開通による町丁目人口の変化

【位置図】

本庄西天満線（西天満工区）の整備により、沿道建物が、木造２階建てから、マンション等に更
新され、高度利用による効果として、周辺人口が平成７年度に比べ、約１．５倍に増加。

都市計画道路の整備事例

西天満３丁目

西天満１丁目

西天満４丁目

西天満２丁目
本庄西天満線
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道路改良事業の目的

道路改良事業とは、都市計画道路などを除く認定道路などで、前後に比べて狭隘となっている箇所や、
鉄道等により分断されている箇所などを道路の新設や拡幅により改良を行い、交通の安全と円滑化や防
災空間を確保し、市民生活の利便性・安全性・快適性の向上を図るものである。

新設・拡幅に
よる改良

市民生活の
・利便性
・安全性
・快適性
の向上

課　題

①街区狭隘
１街区全体が、前後
の街区に比べ狭く隘
路となっている。

②地域分断
鉄道等により地域が
分断されている。

③変形交差点
交差点形状が変形し
ており、視距不良と
なっている。

④一部狭隘
街区の一部が狭く、
隘路となっている。

⑤屈　曲
道路線形が著しく屈
曲している。

⑥分　断
行き止まり道路と
なっている

道路の状態
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本市の認定道路や道路整備されていない箇所において、①街区狭隘、②地域分断、③変形交差点、④一部
狭隘、⑤屈曲、⑥分断の改良を要する区間延長は約600kmあり、その内、緊急的な改良を要するものとして
838箇所（80km)の改良計画を策定し、さらに住民のニーズ等を踏まえ必要な改良箇所を追加している。
現在、「緊急車両の円滑な通行確保」「歩行者の安全対策」が必要な箇所を優先的に実施している。

大阪市内の一般道路における要改良箇所 約６００㎞ （都市計画道路を除くすべての道路を対象）

緊急的に改良が必要な箇所 ８３８箇所、約８０㎞ ⇒ 『一般道路整備計画』を策定

事業中路線 ３３路線
（H23.4.1 現在）

①予算化路線 ６路線
・住吉八尾線
・西成区第３６９号線
・茨田第１６号線
・住之江区第６２７号線
・生野南北線
・生野東西線

②事業完了予定路線 １路線
・西成区第８３０４号線

③その他路線 ２６路線

※地域住民の合意が得られた路線より
事業化を行い、緊急性の高い路線から
予算化している。

【上段：箇所数、下段：延長】　　

事業完了 他事業移行
※ 進捗率

34 166
（　12.3　） （　11.8　）

1 6
（　0.0　） （　0.4　）

0 88

13 60
（　0.9　） （　1.8　）

1 14
（　0.2　） （　0.6　）

2 5
（　0.1　） （　0.2　）

51 339
（　13.5　） （　14.8　）

※他事業による改良が未実施の箇所を含む　

28%

47%

事　業　進　捗　状　況
（Ｈ２２．３時点）

43%

29%

85%

38%

44%

『一般道路整備計画』
（Ｓ６３年度策定）

計
838

（　80.0　）

⑤屈　　　　　　曲
34

（　1.7　）

⑥分　　　　　　断
25

（　1.4　）

③変 形 交 差 点
103

④一　部　狭　隘
190

（　8.9　）

①街　区　狭　隘
462

（　66.0　）

②地　域　分　断
24

（　2.0　）

課　　題 道路の形状
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道路改良事業 実施箇所

現在、道路改良事業を事業化している路線としては３３路線あり、うち２路線については住宅関連事業である。

事業の実施にあたっては、「緊急性が高く、集中的に整備を図る必要のある箇所」として早期に対策が必要な７路線を抽出
し、与えられた予算の範囲内で事業路線の選択と事業費の集中化を行い、事業の進捗を図っている。

■ 「緊急性が高く、集中的に整備を図る必要のある箇所」の選定基準

・交通事故の発生の危険性が極めて高い

・緊急車両の円滑な通行が極めて困難である

・公共交通機関の運行に著しい障害がある など

路線名 行政区 延長（ｍ） 現況幅員（ｍ） 計画幅員（ｍ） 事業費

1 住 吉 八 尾 線 東住吉区 400 5.00 11.00 交付金

2 西 成 区 第 ３ ６ ９ 号 線 西成区 950 5.50 13.00 交付金

3 住 之 江 区 第 ６ ２ ７ 号 線 住之江区 85 3.20～4.20 6.00 単独

4 茨 田 第 １ ６ 号 線 鶴見区 200 4.00 6.50 単独

5 生 野 区 第 ２ ７ ７ ９ 号 線 外 ３ 生野区 800 3.50 8.00 交付金

6 生野区第２２８９-１０号線外３ 生野区 290 0.91 8.00 交付金

7 西 成 区 第 ８ ３ ０ ４ 号 線 西成区 60 4.00 12.00 単独

住宅関連

住宅関連

Ｈ２３完了

備考

今回対象路線

今回対象路線
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16
住吉八尾線

西成区第３６９号線

【上段：箇所数、下段：延長】　　

15
（　4.2　）

3
（　0.2　）

0

12
（　0.8　）

0
（　0.0　）

3
（　0.2　）

33
（　5.4　）

※他事業による改良が未実施の箇所を含む　

課　　題 道 路 の 形 状

計

④一　部　狭　隘

⑤屈　　　　　　曲

⑥分　　　　　　断

①街　区　狭　隘

②地　域　分　断

③変 形 交 差 点

事 業 中 路 線
(H23.4.1現在)

道路改良事業の事業箇所図
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道路改良事業の実施手順

計 画

事 業 説 明

地元 ・地権者

用 地 測 量

道 路 認 定

区域決定・変更

国税局事前協議

物件測量・積算

補 償 交 渉

契 約

用地権原取得

工 事 発 表

工 事 実 施

工 事 完 成

供 用 開 始

明 示 引 継

事 業 完 了

原 案 再 検 討

事 業 認 定

収用委員会採決

YES

YES

NO

（道路法第8条1）

（道路法第18条1）

買収・寄付収受・無償使用・管理替・譲与・交換・使用承認・物件補償（用地取得が
伴わないもの）

（道路法第18条1）

官民境界（座標値）などの資料の整理を行い担当に引継ぐ。

NO

※第18条第１項の規定により道路の区域が決定された後に
おいては、道路管理者の許可を受けなければ、当該区域内
において土地の形質を変更し、工作物を新築し、改築し、増
築し、若しくは大修繕し、または物件を附加増置してはならな
い。（道路法第91条第1項）

地元の合意を得られた路線について、道路法手続きにより、道路改良事業を実施している。
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道路改良事業の整備事例

事業実施前（平成１７年） 事業完了後（平成２１年）

路線名 ： 茨田第１６号線
道路幅員： Ｗ＝４．０ｍ【単断面】 ⇒ Ｗ＝６．５ｍ【車道４．０ｍ＋歩道２．５ｍ】
道路延長： Ｌ＝１００ｍ

事業目的： 当該道路は狭隘かつ屈曲した道路であるが、通学路に指定されたことから歩行者通行の安全
を確保するため、道路を拡幅し、歩道を整備するものである。
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事業実施前（平成１１年頃） 整備完了後（平成２３年）

路線名 ： 西成区第８３０４号線
道路幅員： Ｗ＝４．０ｍ【単断面】 ⇒ Ｗ＝１２．０ｍ【歩道３．０ｍ＋車道６．０ｍ＋歩道３．０ｍ】
道路延長： Ｌ＝６０ｍ
事業目的： 事業区間は西側街区に比べ狭隘な道路となっており、東行き一方通行規制がかかっている。

車両交通の円滑化ならびに歩行者通行の安全を確保するため、道路を拡幅し、歩道を整備する。

道路改良事業の整備事例
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橋梁事業の概要・目的

予防保全を軸とした計画的維持管理は、
橋梁点検・診断

→ データ入力（点検結果）
→ 健全度の評価
→ 管理計画の策定
→ 対策工事の実施
→ データ入力（対策履歴）

というサイクルで行っています。

橋梁事業は、予防保全を軸とした計画的維持管理とともに、車両大型化対応補強や耐震対策および、河川改修事業に伴う架替や、高
齢橋の計画的な架替を実施し、市民生活の安全性・快適性の向上を図るものです。
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